
 

 

 

様式第１０ 法第49条第４項第１号関係（都市計画法第29条第１項・２項の開発許可） 
 

都市計画法第29条第１項又は第２項の許可に関する事項 
 

 

開発行為をしようとする者 住所 福島県双葉郡浪江町 

大字幾世橋字六反田7-2 

氏名 浪江町長 馬場 有  印 

※手数料欄 

開
発
行
為
の
概
要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 
福島県双葉郡浪江町 

大字請戸字古川15-1 外81筆 

２ 開発区域の面積  38,001.77平方メートル 

３ 予定建築物等の用途 

産業用地及び工業団地（水産流通

施設、加工工場、事務所、販売所

、倉庫、トイレ、製氷設備、冷凍

庫施設、海水貯水槽、井戸、受水

槽、ポンプ室、オイルタンク、排

水処理施設、排水温度槽、キュー

ビクル棟、小屋、車庫、食堂） 

４ 工事施行者住所氏名 

 

未定 

 

５ 工事着手予定年月日 
復興整備協議会における整備計画

が公表された日より 

６ 工事完了予定年月日 平成31年9月15日 

７ 自己の居住の用に供するもの、自己の業

務の用に供するもの、その他のものの別 
その他 産業用地 

８ 都市計画法第34条の該当号及び該当する

理由 
非該当 

９ その他必要な事項 

農地法…復興整備協議会にて農地

転用許可取得予定 

文化財保護法…試掘確認調査済み 

道路法…24条申請提出予定 

※ 受付番号 年  月  日  第    号 

※ 同意に付した条件  

※ 同意番号 年  月  日 第    号 
 

備考 １ 開発行為をしようとする者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代

表者の氏名を記載すること。 

２ 開発行為をしようとする者が被災関連市町村等である場合においては、住所の記載及び押印を省略するこ

とができる。 

３ ※印のある欄は記載しないこと。 

４  「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内において行われ

る場合に記載すること。 

５  「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、都市計画法その他の法令による許可、認

可等をする場合には、その手続の状況を記載すること。 


